長野県の事業所(製造企業)の活性化のための方策 : 減少傾向をたどる製造企業の活性化のために by 飯田 謙一
















































さて 9 月 9 日（水）は、午後、1955 年に南小川村と北小川村が合併して誕生し、その後平成































































は 5,276（従業者 4 人以上）で、対前年比で 3.5％（194 社）減少したこと。製造品出荷額（産
業中分類）で非鉄が 18.3％、鉄鋼 10.2％、ゴム 17.1％、汎用機械 7.0％対前年比で減少したこ




部品・デバイス・電子回路設計（25.5％）、生産用機械器具製造（13.7％）と 3 業種で全体の 7
割を超えていると、長野県の輸出が上記の業種が占めているとの特徴について説明された。こ
こに長野県下の製造企業が主に製造する工業製品の特長が見られる。 






































県の事業所数は 5,276（従業者 4 人以上）で、前年比で 3.5％（194 社）減少したこと。製造品
出荷額（産業中分類）で非鉄が 18.3％、鉄鋼 10.2％、ゴム 17.1％、汎用機械 7.0％対前年比で
減少したとのことであるが、さらに詳しく長野県の工業統計を見てみると、平成 26 年度では事
業所数は 5,157 社（従業者 4 人以上）となり、さらに 119 事業所も減少し、対前年－2.3％となっ
ている。また平成 24 年度の事業所数は 5,470（従業者 4 人以上）前年比で-5.9%（344 社）の減
少が見られる。ここで参考までに、長野県の事業所数の推移を 2000 年（平成 12 年）以降で見
－ 68 － 
てみると、下表のようになっており、数年の例外を除き減少傾向を辿ってきている。 
 
表 200 年より 2014 年までの、長野県の事業所数の増減推移 
西暦年度 平成 事業所数（実数） 対前年比 
2000 12 年 8,281 2.0 
2001 13 年 7,587 －8.6 
2002 14 年 7,003 －7.4 
2003 15 年 7,185 2.3 
2004 16 年 6,610 －7.7 
2005 17 年 6,796 2.9 
2006 18 年 6,317 －6.3 
2007 19 年 6,358 －0.2 
2008 20 年 6,533 2.8 
2009 21 年 5,790 －11.4 
2010 22 年 5,583 －3.6 
2011 23 年 5,814 4.1 
2012 24 年 5,470 －5.9 
2013 25 年 5,276 －3.5 
2014 26 年 5,157（速報値) －2.3 













業の持つ製品、主要設備、それに JISQ や ISO などの 取得資格のために、企業同士が協力して
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